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25年度
見込

基金名

法人名

年度

1,518 1,599 -1,484

合計（a）

助成金交付事業額

管理費

合計（b）

基金残高
(a-b)

土壌汚染対策法に基づく土壌汚染対策の円滑な実
施
（過去に採択した案件への助成を複数年に分割して
行っているものであり、定量的な指標を定められな
い。右の数値はその年度に支払いが発生した件
数。）

活動実績

（当初
見込み）

件

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標（目標年度） 単位

単位(1件)当たり
の事業費等

算出根拠
単位当たり事業費＝総助成額（Ｘ）円／件数（Ｙ）件
（Ｘ）：95,000,000円
（Ｙ）：2件

基金シート番号

36 67

国費額
（単位:百万円） 5

6

13

22 -

25-009

13 8 -

事
業
費
等

22年度 23年度 24年度

47,500,000（円／件）

5

-

1,585 1,621 -

（環境省）　　　　　　　　　　　　　　平成２５年基金シート    

　(2)　□ 貸付　　　　　□ 債務保証　　　　□ 利子助成、補給　　　　☑ 補助　　　　　　□補てん　　　　　□出資　　　　　　□その他

土壌環境課

24年度 25年度見込み23年度22年度

収入・事業費等
（単位:百万円）

出資等

運用収入

その他 0

1,521

-

13 -

前年度繰り越し

国費

収
入

19 20

0 0

国費
以外

83

0 0

基金への国庫か
らの支出の経緯

④

基金への国庫か
らの支出の経緯

①

8180

目的

追加年度

目的

目的

基金設置年度
平成１４年度 125

国庫納付額
（単位:百万円） 500

当初

0 0

平成１９年度

「補助金等の交付により造成した基金、公益法人の行う融資等業務及び特別の法律により設立される法人の見直し等に
ついて」（平成１８年１２月２４日行政改革推進本部決定）に基づく措置

当初/補正
（会計区分）

平成１７年度

事業概要
（5行程度。別

添可）

関係する行政事
業レビューシー

ト

作成責任者土壌汚染対策基金

土壌汚染対策法第４６条
指定支援法人は、支援業務に関する基金を設け、同条の規定に
より交付を受けた補助金と支援業務に要する資金に充てること
を条件として政府以外の者から出えんされた金額の合計額に相
当する金額をもってこれに充てるものとする。

- -

課長　眞先　正人公益財団法人日本環境協会

水・大気環境局

1,428 1,484

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

担当部局

担当課室

関係する計画、
通知等

　(1)　☑ 取り崩し型　　　　　□回転型　　　　　□保有型　　　　　□運用型　　　　　□その他

土壌汚染の除去等の措置を実施する負担能力の低い土地所有者等（当該土壌汚染を生じさせる行為をした者を除く。）に助成を行う
都道府県等に対し助成金を交付する。また、土壌汚染の環境リスクについてのリスクコミュニケーションとして、普及啓発等を行う。

当初/補正
（会計区分） 当初

35

-

国費額
（単位:百万円）

目標年度
見込み

1,518 -

土壌汚染の除去等の措置を実施する負担能力の低い土地所有者等（当該土壌汚染を生じさせる行為をした者を除く。）に助成を行う
都道府県等に対し助成金を交付するため。また、土壌汚染の環境リスクについてのリスクコミュニケーションとして普及啓発等を行うた
め。

終了予定時期 終了予定時期は、本基金事業の根拠法である土壌汚染対策法において、事業を終了する時期が定められていないことから設定していない。

土壌汚染の除去等の措置を実施する負担能力の低い土地所有者等（当該土壌汚染を生じさせる行為をした者を除く。）に助成を行う
都道府県等に対し助成金を交付するため。また、土壌汚染の環境リスクについてのリスクコミュニケーションとして普及啓発等を行うた
め。

国庫納付の経緯
①

普及啓発事業額 18 19 8 -

平成１５年度
当初/補正
（会計区分） 当初

国費額
（単位:百万円） 500

土壌汚染の除去等の措置を実施する負担能力の低い土地所有者等（当該土壌汚染を生じさせる行為をした者を除く。）に助成を行う
都道府県等に対し助成金を交付するため。また、土壌汚染の環境リスクについてのリスクコミュニケーションとして普及啓発等を行うた
め。

基金への国庫か
らの支出の経緯

②

追加年度

目的

基金への国庫か
らの支出の経緯

③

追加年度

目的

平成１６年度
当初/補正
（会計区分） 当初

国費額
（単位:百万円） 500

土壌汚染の除去等の措置を実施する負担能力の低い土地所有者等（当該土壌汚染を生じさせる行為をした者を除く。）に助成を行う
都道府県等に対し助成金を交付するため。また、土壌汚染の環境リスクについてのリスクコミュニケーションとして普及啓発等を行うた
め。



補記

0.99 算出方法

所見/対応状況 土壌汚染対策法に基づき、引き続き助成金交付業務及び普及啓発事業等を円滑に実施すること。

保有割合
（基金事業に要する費
用に対する保有基金

額等の割合）

○助成事業
(算出に用いた方式）
保有割合＝直近年度末の基金額÷必要な補助額及び管理費
　　　　  ＝1,265百万円÷1,275百万円
　　　　  ＝０．９９
（算出に用いた数値）
直近年度末の基金額：１,265百万円（平成24年度末の基金額按分値）
必要な補助額及び管理費：1,275百万円（想定必要額）

○普及啓発等事業
（算出に用いた方式）
保有割合＝直近年度末の基金額÷必要な事業費及び管理費
  　　　  ＝３３４百万円÷３３６百万円
　　　　  ＝０．９９
（算出に用いた数値）
直近年度末の基金額：３３４百万円（平成24年度末の基金額按分値）
必要な事業費及び管理費：３３６百万円（想定必要額）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

土壌汚染対策基金

【基金残高】1,599

民間企業等

B. 第一印刷等76社A.大阪府

【交付】
5.5

【支出】
8.3

【出えん】
83.4

C.個人Ａ

【交付】
5.5

基金運用

【運用益】
20.6



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について
記載する。費目
と使途の双方で
実情が分かるよ

うに記載）

A. E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

交付金 大阪府への土壌汚染対策交付金 6

計 6 計 0

B. F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

印刷費 パンフレット印刷 1

役務費 ホームページ更新業務 1

計 3 計 0

C. G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

工事費 土壌の汚染除去等工事 6

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 6 計 0

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C

10

8

9

6

7

4

5

2

3

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由

1 個人Ａ 土壌の汚染除去等工事

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

2

1 大阪府 土壌汚染対策交付金 5.5

4

3

6

5

8

7

10

9

支　出　先 業　務　概　要　及び　採　択　理　由
支　出　額
（百万円）

2 （一財）環境情報センター ホームページ更新業務 1.2

1 （株）第一印刷 土壌汚染対策法のしくみパンフレット印刷 1.3

4 （一財）環境情報センター ホームページ更新業務 0.4

3 ベルーサ八重洲 セミナー会場使用料 0.7

6 （株）サンワ 土壌汚染の未然防止等マニュアル作成

5 佐藤印刷（株） 土壌汚染対策セミナー資料印刷

封筒等印刷

発送業務

土壌汚染対策セミナー資料（別冊）印刷

0.4

10 （株）第一印刷 発送業務

9 佐藤印刷（株）

7 佐藤印刷（株）

8 （株）第一印刷

0.2

0.1

0.1

0.1

0.1

支　出　額
（百万円）

5.5


